
地方自治法の一部を改正する法律の概要

地方議会の活性化並びに地方公共団体の運営の合理化及び適正化
を図るため、地方議会の役割及び議員の職務の明確化、会計年度任用
職員に対する勤勉手当の支給を可能とする規定の整備、公金事務の私
人への委託に関する制度の見直し等を行う。

１．地方議会の役割及び議員の職務等の明確化等

① 地方議会の役割及び議員の職務等の明確化

○多様な層の住民の地方議会への参画を促進する観点から、地方
議会の役割や議員の職務等について、法律上明確化する。

② 請願書の提出等のオンライン化

○地方議会に対する住民からの請願書の提出や国会に対する地方
議会からの意見書の提出など地方議会に係る手続（※）について、
一括してオンライン化を可能とする。

※現行法上、住民と議会、議会と国会等の間の手続は、情報通信技術を活用した行

政の推進等に関する法律（平成14年法律第151号）の適用対象外。

２．会計年度任用職員に対する勤勉手当の支給

○会計年度任用職員について、国の非常勤職員の取扱いとの均衡の
観点から、勤勉手当の支給を可能とする。

３．公金事務の私人への委託に関する制度の見直し

【施行期日】
１① ：公布の日（令和５年５月８日）
１② 、２及び３：令和６年４月１日

○地方公共団体の公金事務の私人への委託に関する制度において、
原則として全ての歳入等の収納事務について、地方公共団体の長の
判断で私人への委託を可能とする（※）。

※現行法上、法令で掲げる歳入等のみ委託が可能

○適正な公金取扱いを確保するため、受託者に対する監督、再委託の
場合のルール等に係る規定を整備する。
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